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１．本計画の基本的な考え方 

 

 （１）目的 

   本計画は、新型コロナウイルス感染症等の感染症に対し、以下の項目を達成するこ

とを目的として、業務の継続、縮小の整理やそれに伴う職員の配置等の業務継続上の

基本的事項を示すものである。 

   〇 感染症対策業務の実施に必要な体制を確保する 

   〇 市民生活に必要不可欠な行政サービスを維持する 

 

 （２）適用範囲 

   市役所内の全ての業務とする。 

 

 （３）基本方針 

   本計画の目的を達成するため、次の基本方針を定める。 

   ①  市民の生命と健康を守り、市民生活を維持するために必要不可欠な業務を優先

して実施・継続する。 

   ② 感染症の拡大状況及び職員の勤務状況等により、通常業務の一部を縮小・休止し、

優先すべき業務へ職員を重点配置して、業務を実施・継続する。 

   ③ 本計画は、状況に応じ弾力的に運用する。 

 

 （４）計画遂行に係る事務 

   本計画の遂行に係る事務は、秘書広報課が行うものとする。 

 

２．業務の区分 

 

 （１）業務の優先区分 

   市内における感染症の拡大状況により、市が実施する業務について、優先度を付け、

行政の機能維持を図る。 

   優先区分は、「応急対策業務（S）」、「継続業務（A）」、「縮小業務（B）」、「休止業務

（C）」に区分する。 

 

 （２）優先区分の考え方 

   優先区分の考え方は、以下の表のとおりとする。 
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（
優
先
度
）
高
い 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

低
い 

区

分 
区分名 内 容 考え方 

Ｓ 応急対策業務 感染拡大により、新た

に発生する業務 

感染拡大により、著し

く業務量が増加する

業務 

・感染拡大防止対策の業務 

・危機管理上必要となる業務 

・臨時で実施する経済対策、生活支援対策業務 

Ａ 継続業務 業務量を縮小せず優

先的に継続する業務 

・市民の生命、身体、財産を守るための業務 

 （福祉や介護支援、社会的弱者への生活支援） 

・市民生活の維持に必要な業務 

 （救急、消防、道路・河川・上下水道の維持管

理、ごみ収集） 

・生活に直結する手当・給付金、戸籍業務 

・法令等により実施が義務づけられている業務

（選挙、法定検査） 

Ｂ 縮小業務 業務量の縮小が可能

な業務 

・対面以外の方法により対応が可能な業務（許認

可、届出、交付等の窓口業務） 

・緊急を要しない維持管理、内部業務 

・リモートワーク、テレワーク、郵送手続き等で

対応が可能な業務 

Ｃ 休止業務 業務の休止（中断、延

期を含む）が可能な業

務 

・緊急性を要しない業務（企画、調査、研究、報

告、付加価値業務） 

・多数の人が集まる業務（イベント、会議、研修、

集会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の発動及び解除 

 

 （１）発動及び解除の判断基準 

   本計画の発動については、感染症の市内での拡大状況、職員の出勤状況等を総合的

に勘案し判断することとするが、状況に応じて段階的に発動することを基本とする。 

   また、縮小業務（B）と休止業務（C）の縮小・休止内容は、職員の出勤状況に応じ

て、対策本部の決定により弾力的に変更できるものとする。 

   解除については、感染状況が小康状態となり、職員の出勤状況が改善された段階で

速やかに解除することを基本とする。 

応急対策業務：S 

継続業務：A 

縮小業務：B 

休止業務：C 

優
先
度 
高
い 

 
 

 
 

低
い 

出勤困難者が概ね 50％以上で、
対策本部会議にて検討 

非常時優先業務 
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 （２）職員の配置 

   計画の発動に応じた職員の配置については、職員の出勤状況等により、応急対策業

務（Ｓ）及び継続業務（Ａ）の継続に必要な人員が不足した場合は、縮小業務（B）

及び休止業務（C）に従事している職員を応援職員として配置する。その際、配置の

順は、課内、部局内、部局間の順とする。配置に当たっては、秘書広報課が組織全体

を取りまとめて、調整する。    

   また、施設の営業時間短縮や閉館により発生した余剰人員は、応急対策業務（Ｓ）

及び継続業務（Ａ）に配置する。 

 

 （３）業務継続のための感染症対策 

   業務を継続し、行政機能を維持するためには、組織全体で感染症対策を徹底するこ

とが重要である。 

   庁舎内の感染症対策は、国、県の方針等に基づき実施し、以下の事項は適宜実施す

るものとする。 

   〇職員個人の徹底した対策（こまめな手洗い、手指消毒、マスク着用、体調管理） 

   〇勤務体制による体制（分散勤務、時差出勤、在宅勤務等） 

   〇執務環境の対策（消毒・換気の徹底、スペースの確保、仕切りの設置等）  

 

 （４）市民への周知 

   本計画を発動した際は、市ホームページ、メール配信、SNS、広報誌、報道機関へ

の情報提供など各種媒体を用いて、市民、事業者等へ広く周知し、業務の縮小、休止

についての理解と協力を求めるものとする。 

 

 （５）業務ごとの優先区分 

   業務ごとの優先区分は、別紙のとおりである。現在の全業務 996 業務のうち、応急

対策業務（Ｓ）が 12 業務、継続業務（Ａ）が 362 業務、縮小業務（B）が 351 業務、

休止業務（C）が 271 業務である。 

    

  
S業務

1%

A業務

37%

B業務

35%

C業務

27%


